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平成 24 年度 活動報告（東京本部） 

東日本大震災を踏まえた津波避難対策の推進等に関する検討支援 

 

内閣府（防災担当）では平成 23 年 9 月 28 日に「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・

津波対策に関する専門調査会」でとりまとめられた報告を踏まえ、「災害時の避難に関する専門調

査会 津波防災に関するワーキンググループ」において、①情報と避難行動の関係、②情報伝達手

段とそのあり方、③避難支援者の行動のあり方、④自動車で安全かつ確実に避難できる方策、⑤津

波からできるだけ短時間で円滑に避難できる方策、⑥防災意識の向上について検討することとし

た。（※本ワーキングは「災害時の避難に関する専門調査会」の審議終了に伴い、「津波避難対策検

討ワーキンググループ」に名称が変更され、中央防災会議「防災対策推進検討会議」の下に移管さ

れた。） 

CeMI は、一連の議論において「住民の素早い避難行動」を軸とした検討を狙い、今後の津波避

難対策の具体的な方向性として、①主体的な避難行動の徹底、②避難行動を促す情報の確実な伝達、

③より安全な避難場所の確保、④安全に避難するための計画の策定、⑤主体的な避難行動を取る姿

勢を醸成する防災教育の推進について取りまとめた。 

 

 
会議の様子（第 5回 WG） 

 

会議の様子（第 9回 WG） 



 - 2 - 

平成 24 年度 活動報告（東京本部） 

三井物産環境基金「復興まちづくり支援」 

 

東日本大震災によって壊滅的な被害を受けた、岩手県釜石市両石地区および箱崎半島地域の復興

に向けた住民の取り組みの支援活動を継続的に行っている。 

両石地区は釜石市東部の箱崎半島にある漁師町である。住民は豊富な三陸の海産資源を守りなが

ら水産業で長年生計を立てていた。東北太平洋沖地震による津波は、漁師町「両石」の「職住」す

べてを破壊し呑み込んでしまった。 

震災後１ヶ月過ぎころから、住民により「両石地区復興促進協議会」が設置され、被災住民が主

体的に復興まちづくりの検討を始めていた。この住民主体のまちづくりを支援することが早期に

「職住」の復興に繋がるものと考えられる。また、復興まちづくりには、津波防災知見からの対策

や水産・漁業を基盤としたまちづくり支援が必須と考えられ、専門家の知見が必要である。このこ

とから支援活動、および住民と防災専門家さらに都市計画専門家との協業体制の構築・助言体制の

整備を行っている。 

具体的な支援活動として、数回の住民ワークショップを通した復興プランの検討、およびフォロ

ーアップ活動を実施した。また支援活動を行う中で箱崎半島全地域の連携を目的に設立された

NPO法人の活動も支援した。 

被災した地域の復興まちづくりは相当の年数が必要と考えられる。今後、数年間に渡り支援活動

を続けることにより、住民主体の復興の実現を目指すものである。 

 

 

 おはこざき市民会議が考える箱崎半島の将来像 
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平成 24 年度 活動報告（東京本部） 

火山防災対策に関する検討支援 

 

日本列島は、東北地方太平洋沖地震の発生を受け、今世紀中には大規模な火山災害が発生しても

おかしくない状況下にあることが、９世紀の貞観地震後の活発な火山活動の例などからも想定され

ている。このような状況のなか、内閣府は火山防災対策に関する検討として、「広域的な火山防災

対策に係る検討」と「火山防災マップ作成指針に関する検討」を実施し東京本部ではこれらの検討

を支援した。 

 

「広域的な火山防災対策に係る検討」では、９世紀の富士山貞観噴火や、1707 年富士山宝永

噴火、1783 年浅間山のような大規模火山災害に対し、国・都道府県・市町村の役割、火山専門

家による助言と臨時的な監視観測体制の強化、大規模な溶岩流、火砕流、融雪型火山泥流対策、広

域にわたる大量の降灰対策、大規模火山災害に備えた組織体制と人材の育成、大規模噴火及び巨大

噴火に関する監視観測・調査研究体制の推進といった項目について検討した。これらの検討成果に

ついては提言としてまとめられ、この提言は大規模火山災害対策の一助となることが期待される。 

 

「火山防災マップ作成指針に関する検討」では、火山地域における、噴火時等の具体的で実践的

な避難計画の策定に向け、火山災害要因の影響が及ぶ範囲を表示した火山ハザードマップや避難に

資する火山防災マップの作成指針を、わかりやすくとりまとめた。 

とりまとめにあたり、既存の火山防災マップの事例や活用事例を基に、地方公共団体が活用しや

すい火山防災マップ作成指針を作成することができた。一方で、火山防災マップの作成を推進する

ためには、火山防災マップ作成指針だけでなく、火山地域ごとの火山防災協議会での共同検討や、

火山防災協議会同士の連携が最重要であることを付記する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 火山防災マップ作成指針に基づき作成した火山ハザードマップの素材 

（シミュレーションプログラム TITAN2D による火砕流の計算結果） 
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平成 24 年度 活動報告（東京本部） 

荒川下流防災体制強化企画運営支援 

 

荒川下流地域では、人口や資産、社会経済活動の中枢機能などが集中しているため、水害が発生

した場合の被害規模は甚大である。このため、災害を防止するための治水施設による対策（ハード

対策）のみならず、災害が発生した際に被害を最小限とする危機管理対策（ソフト対策）が非常に

重要な課題に挙げられる。 

今回、荒川下流河川事務所による事業の一環として地域住民等の災害対応力を向上させることを

目的に、東京都板橋区舟渡地区をモデル対象地域として、地区住民とともに水害に関する講演会や

住民ワークショップを実施するとともに、防災情報の体制強化を図るための各種会議の企画・運営

を行った。 

モデル地区の概要 

舟渡地区は、一級河川荒川と新河岸川に挟まれた、古くは

浮間ヶ原を有する湿地帯であった為、洪水に脆弱な地域であ

り、幾たびも水害に遭遇して来た。また、同地区は昭和の初

めから都内でも有数の工業地域として発展し､新河岸川沿川

には多数の工場が立地している。昭和60年にＪＲ埼京線が開

通し浮間舟渡駅が開設されてからは、都心へのアクセスが良

くなったことから中高層マンションが建ち始め人口が増加し

た。 

本プロジェクトの目指すところ 

水害から一人の犠牲者も出さないという趣旨のも

と、住民、防災行政機関、警察・消防、報道機関など

が連携して減災に向けた取組を継続的に推進するた

めの体制構築を目指した。（図１参照） 

 本プロジェクトの実施体制 

 地域防災力向上プロジェクトとして、水災害に関す

る課題抽出、取り組み検討、実施・評価を行うととも

に、それらの取り組みが地域主体で継続的に推進でき

るよう図２に示す実施体制を提案した。 

地域防災力向上会議は、水防災に関する関係機関から

構成され、課題に対する具体的な対策を検討している。

アドバイザリー会議は、防災情報・地域防災・情報等の専門家で構成され、取組全体の支援や助言

を行っている。防災研修会では、舟渡地区における水災害に関する課題の解決策について地区住民

が主体となって検討している。 

減災に向けた体制の構築 

地域防災力を向上するための実施体制 
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平成 24 年度 活動報告（東京本部） 

北上川流域防災力向上検討支援 

 

北上川上流域（岩手県内）における、豪雨災害による市民等の人的被害の防止に向け、岩手河川

国道事務所による事業の一環として、地域の水防災体制の強化と水防災情報の共有・伝達等の促進

や水防災情報の普及啓発等の取組の促進を企画・実施した。 

この中で、地域住民や自主防災組織における防災意識向上や防災対応力向上を目的とした住民ワ

ークショップを開催し、その成果として「水害時の行動ルールブック」および「水害時の行動マニ

ュアル」を取りまとめた。 

また、防災情報の普及及び情報の共有・伝達等の促進に向け、報道関係機関と河川管理者の連携

会議実施検討を行った。さらに、水防災に関係する機関が発信する防災情報を的確に住民に伝える

ため、報道機関と連携し、防災ラジオ番組を企画・実施し、防災情報に対する理解の促進を図った。 

 

水害時の行動マニュアル（概要版） 

住民ワークショップでの議論（1） 

住民ワークショップでの議論（2） 
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平成 24 年度 活動報告（東京本部） 

円山川地域防災力向上支援 

 

平成23年度からの継続的な取組となる、円山川流域住民を対象とした防災学習会を豊岡河川国

道事務所からの委託を受け実施した。この学習会では、「防災意識の向上」「防災意識の普及」「自

主防災活動の促進」を目的に、災害要因となる気象の基礎知識から地域の災害や自治体による防

災・減災の取組み事例など、計４回の基調講演を実施した。 

また災害に関する知識習得の場となる防災学習会とあわせて円山川流域の地域では、モデル地区

を選定し住民ワークショップを開催した。住民ワークショップでは、地域の水害特性、水害時の避

難のあり方等を地域住民の間で共有し、適切に自主防災活動ができるような地域防災力向上の取組

みの企画・運営を行った。 
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平成 24 年度 活動報告（東京本部） 

利根川広域氾濫域における水害時産業影響調査 

 

利根川上流河川事務所からの委託を受け、首都圏氾濫区域の一部である利根川上流域をサンプル

ケースとし、水害による産業への影響を把握するための基礎調査を行った。 

平成 23 年、タイ王国の首都バンコクを襲った洪水被害においては、日系企業が多く入居するア

ユタヤ県を中心とした工業団地が冠水し、工場が操業停止となるなど、浸水等による直接被害のほ

か、そこから波及する経済被害の大きさをいかに軽減するかが課題として認識されている。 

首都圏を氾濫域に抱える利根川上流域は、人口や資産が集中しているとともに、工業団地や物流

拠点が多く存在している。一回水害が発生した場合には、その被害規模は甚大なものとなることが

想定されるが、その波及被害や企業等による防災対策の実態は把握されていない。 

CeMI では、県・市町村・企業に対するヒアリングおよびアンケート調査を実施し、防災意識や

水害対策、サプライチェーン等に対する影響について取りまとめた。 

アンケート調査では、対象地域の工業団地に立地する企業 570社にアンケートを配布し、118

票の有効回答が得られた（有効回答率 20.7%）。本調査の結果から、水害に関するBCPの策定率

は低く、必要性も認識されていないことが明らかとなった。また、対象とした災害の被害想定が明

確になっていないことが BCP策定上のハードルとなっていることから、水害リスクや水害時の被

害想定に関する情報提供が重要になってくることが考えられる。 

今後は具体的なモデルケースを設定し、水害 BCP を策定する上でのポイント等について検討・

とりまとめを行う予定である。 
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平成 24 年度 活動報告（東京本部） 

水害時の避難実態調査 

 

豊岡市は円山川の下流域から河口部に位置し、過去には平成 16 年台風 23 号に代表されるよ

うな甚大な被害が発生した水害リスクの高い地域である。このような豊岡市においても、市が行

う避難勧告・指示によって指定避難所へ避難する人の割合は低い現状がある。このため、豊岡市

の防災事業支援の一環として市民の避難行動の実態ならびに各区が取り組んでいる水害時対応

の詳細把握するため、水害リスクの高い（水害頻度の高い）地区を対象にアンケート及びグルー

プインタビュー調査を行った。 

今回の調査結果から、住民は指定避難所への避難を想定している一方で、避難情報と現地状況

が乖離しているという課題も明らかとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このような現状を踏まえ、今後は、避難勧告等の発令を適切に実施できる連携体制構築と判断

基準の明確化を目標とした取組を実施することが必要である。また水災時に犠牲者を出さないた

めには、住民、防災関係諸機関、地域の企業等の各主体が連携して水防災に関する取組を推進す

るとともに、取組に対する助言を行う有識者の支援体制構築が重要である。このような取組が地

域主体で継続的に推進されるための具体的な提案を行った。 

 

取組体制のイメージ 

避難しなかった理由と避難の呼びかけのタイミング 
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平成 24 年度 活動報告（東京本部 CeMI 環境・防災研究所） 

研究助成（ＪＳＴ）；大規模災害リスク地域における消防団・民生委員等の地域防災コミュニティ 

の危機対応力向上に関する企画調査 

1.企画調査の目的 

本調査は、海溝型地震・津波や大河川の氾濫等の大規模災害に対して、地域を構成する各主体（住

民、自治会、消防団、民生委員児童委員、防災機関）が危機対応力を高め、連携し自律的に行動す

る新たな地域防災コミュニティへの再構築を目的とするものである。調査にあたっては、モデル地

域として兵庫県豊岡地域、三重県紀宝町、岩手県宮古市田老地区を選定しヒヤリング等によりコミ

ュニティの実態を明らかにした。 

なお本企画調査は、独立行政法人科学技術振興機構RISTEXの研究助成によるものである。 

２．研究の実施手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．調査企画の成果 

１）自治会と自主防災組織などのコミュニティの構成は、様々である。 

２）消防団や民生委員は地域を守る思いも強く、災害で危険な状況に直面した例も多い。 

※台風12号時も紀宝町のある自主防災会長は、行方不明の住民を捜索中に救護被災するとこ

ろだった。 

３）同じ紀宝町でも自主防災会の救護活動で助かった人も多かった。 

４）地域間の組織や主体の連携や繋がりの強さは、本来同質同等であるべきだが様々である。

５）消防団員・民生委員等の守り手からは、住民が自発的に動く仕組み作りを期待する声が

多い。 

６）災害に備えて地域や住民の連携が重要との声が多い。 

７）地域の繋がりが強く住民同士の積極的な交流がある地域は、防災活動への参加意識も明

らかに高い。  

今後 継続的に地域コミュニティと防災のあり方について研究深化する予定である。 



 - 11 - 

平成 24 年度 活動報告（東京本部） 

米国ハリケーン・サンディに関する現地調査 

1.調査の目的  

平成 24 年 10月 29 日、アメリカ合衆国ニュージャージー州に上陸したハリケーン・サンディ

は、大都市であるニューヨークを直撃し、地下鉄や地下空間への浸水をはじめ、交通機関の麻痺、

ビジネス活動の停止を通じて経済･社会活動に影響を与えるなど、近年発生した災害の中でも極め

て甚大な被害をもたらした。現在、米国では甚大な被害を踏まえ、再度災害防止の観点から、災害

対応の体制見直しや根本的な治水対策の見直しを進めている。 三大都市圏のゼロメートル地帯に

都市機能を抱える我が国としては、今回のハリケーン・サンディによる災害を詳細に調査し、教訓

とすることを目的として、国土交通省・防災関連学会合同の調査団を派遣し、当法人は環境・防災

研究所 松尾一郎副所長が参加した。 

２．調査対象 

 調査機関は、国の機関から住民組織に至り多岐に亘った。 

●連邦政府 陸軍工兵隊（USACE）、海洋大気庁（NOAA）、連邦道路庁（FHWA）、財務省（USDT）、

連邦危機管理庁（FEMA）、連邦危機管理庁（FEMA）NY JFO 

●州政府 ニュージャージー州危機管理局、ニューヨーク州危機管理局、ニューヨーク連邦銀行、ニューヨ

ーク都市交通公社（MTA） 

●地方自治体 ニューヨーク市、リトル・フェリー自治区、トムズ・リバー町 

●住民自治組織 オーシャン・ブリーズ住民自治組織、ロカウエイ住民自治組織  

●大学機関 コロンビア大学、ニューヨーク大学、スタテン島大学 

●民間企業等 SIFMA(証券業協会)、バークレイズ証券、モルガンスタンレー証券、災害評価会社 EQECAT 

３．調査結果 

 調査結果について現在報告としてとりまとめつつあるが要約すると以下のようである。 

（１）大都市ニューヨークにとって初めての（高潮）浸水被害 

① 近代の中枢都市が初めて浸水被害を受けたこと。 

② 沿岸部における高潮の被災状況は、「津波」そのものだった。 

③ 経済中枢都市ニューヨークを停止させ世界的にも影響を与えたこと 

④ 「地下空間での浸水被害」を改めて認識させた災害であった 

 ⑤ 意外と盲点であった「浸水と火災」 

（２）サンディ大水害に対する米国危機管理の特徴 

① 過去の教訓（事後検証）を活かす災害文化、その上でハリケーンへの適切な対応 

② 国や州政府、自治体等の危機感の共有体制が構築されていた 

③ 行政トップの意思決定とリスクコミュニケーション 

④ 事前のリスク評価の徹底と全国ハザードマップの整備と活用 

（３）サンディの教訓や課題～それでも反省もある～ 

① 沿岸部は、高潮に無防備な状況であった 

② 都市の避難対策 

③ 中枢都市の経済被害 
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平成 24 年度 活動報告（東京本部） 

宮古市消防団 津波災害時の活動マニュアル検討支援 

 

「東日本大震災を踏まえた大規模災害時における消防団活動のあり方等に関する検討会」の中間

報告書（平成24年3月公表）において消防団員の安全管理に資する「津波災害時の消防団活動・

安全管理マニュアル（案）」が提言された。本マニュアルは、沿岸の消防団活動の安全推進に繋が

るものと考える。近い将来に想定される大規模津波に対しても活用できる実効的なマニュアルにす

るべきであり、普及前に現場で試行し精度を高めたものとすべきと考える。 

このことからCeMIでは、岩手県宮古市田老地区をケーススタディの対象として「津波災害時の

消防団活動・安全管理マニュアル」の作成に向けてを地域と協働で検討を行っている。なお、平成

25年夏までのマニュアルの作成を予定している。 

 

 

検討会議の様子 

 

検討のための消防団員ワークショップの様子 
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平成 24 年度 活動報告（東京本部） 

おはこざき市民会議支援 

 

 本活動の拠点となる釜石市北部に位置する箱崎半島の各漁村では、東日本大震災で多大な被害が

発生した。また半島住民の生活基盤となる漁港では、箱崎半島を漁業地区とする釜石東部漁協組合

の 8 地区（両石・箱崎・白浜・片岸・根浜・桑ノ浜・仮宿・室浜）の施設で壊滅的な被害を受け、

これまで行ってきた漁獲物・収穫物の流通の手法や枠組み、そして「職」と「住」のあり方を見直

すことが求められている。 

 震災から 1 年が経過し、市が示すロードマップによると被災住民の居住地への移転は最短でも

4～5 年先である。崩壊した水産施設や地域コミュニティーを再生するためには、「職・住」を持

続可能なシステムで実施することが重要である。 

 本活動では、生業となる水産業の未来展望を視野に入れ、水産業を実施・継続・発展させるため

の具体的対策として掲げられた内容のサポートを行った。 

 ①関係機関との連携を図りながら現有の水産資源のホームページやチラシによる販売 

 ②現有の水産資源を利用した新商品の開発 

 ③販売手法や商品開発等の現状を把握するため現地視察 

 ④漁業系廃棄物の利活用促進 

 ⑤雇用促進 

 ⑥グリーンツーリズムの実践 

 

 

水産資源の利用促進を目的とした住民

ワークショップ風景 

現地視察結果報告および商品開発に関

する話し合い風景 









 - 17 - 

平成 24 年度 活動報告（北海道支部） 

中南米地域 火山防災能力強化研修 

中南米地域の火山災害を有する国を対象とし、火山防災の現場に携わる行政官や学識者の育成

を目的とした研修を、独立行政法人国際協力機構（JICA）とともに実施した。5 ヵ国 9 名の研

修員は、約 1 ヵ月にわたる講義や現地視察を通して日本の減災対策や体制整備、人材育成の実例

を学び、自国における行政と地域コミュニティの連携による防災力向上プランを作成した。研修

員たちは本研修において、市町レベルでリスクマネジメントプランが定められ、緊急時の初動対

応が行われていること、および地域住民、行政、防災関係機関、研究機関、マスメディアがより

良い関係を構築して、災害文化の伝承や正確かつ迅速な情報伝達といったリスクコミュニケーシ

ョンを行うことが、減災行動に有益であることに関心と理解を示していた。また、今年度も参加

した子ども向け防災教育プログラムや、地域における防災リーダーの有効性を評価する声が多

く、現地研修を通して自国に適用すべき知見が習得されたとの感想が寄せられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜JICA 北海道＞ 

  

カントリーレポートの様子 地質研視察 

  

有珠山現地研修（1977 年火山遺構公園） 十勝岳現地研修（十勝岳火山砂防情報センター） 

日 程：平成 24 年 6 月 8日(金)～7月 11 日(水) 

研修員：5 ヵ国 9名（グアテマラ 3名、チリ 1名、エクアドル 2 名、コロンビア 2 名、

ニカラグア 1名） 
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平成 24 年度 活動報告（北海道支部） 

雌阿寒岳火山防災関連資料収集整理 

北海道東部にある雌阿寒岳は、気象庁が常時観測火山と位置づけている道内有数の活動的な火山

である。山麓地域の自治体が中心となって雌阿寒岳火山防災会議協議会が組織され、平成 17 年度

から 6 年間『雌阿寒岳噴火対応計画検討会』が行われて周辺自治体及び防災関係機関が一同に集

い、雌阿寒岳の火山防災体制のあり方や基盤整備、情報伝達体制整備、そして周辺地域の防災力向

上推進の検討及び実践を行ってきた。 

こうした活動により、地元自治体、防災関係機関、大学等の研究機関による火山活動や火山防災

の研究等が進められ、多くの対策の実施、防災対策に関する計画の策定などが行われてきたが、こ

れらの資料が横断的に収集・整理されたものは存在していなかった。そこで、北海道開発局釧路開

発建設部では、国や道、民間、研究機関等の雌阿寒岳に関係する資料を収集・整理して、雌阿寒岳

の総合的な資料集と危険箇所図を作成することとし、当機構がその任に当たった。 

雌阿寒岳の火山防災を推進するためには、地元自治体職員や防災関係機関職員、そして山麓住民

がともに、雌阿寒岳の火山活動履歴や自然、山麓地域での人の暮らしを知り、現在行われている取

り組みやいざという時の危険箇所、必要な知識・備えを共有する必要がある。本資料集はこうした

方針のもとに、各主体が持つ資料や情報を集約して、行政職員の異動などで新しく雌阿寒岳の火山

防災に関わることになった人にもわかりやすい冊子として整理したものである。 

 

 

雌阿寒岳危険箇所図 

＜北海道開発局 釧路開発建設部＞ 
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平成 24 年度 活動報告（北海道支部） 

伊達市防災アドバイザー（CeMI 北海道） 

 昨年度に引き続き今年度も次に記す業務を行った。 

 

１）広報だての防災コラムに寄稿 

2012 年 7 月号 日頃から災害に備えましょう⑯災害発生時に情報を得る 

2012 年９月号 日頃から災害に備えましょう⑰避難を考える 

２）有珠山現地見学会 

2012 年 10 月 19 日 有珠火山防災会議協議会参加機関の防災担当者対象：有珠山山頂火

口原及び金比羅火口散策路で有珠山噴火を知る 

2012 年 10 月 20 日 伊達市および周辺自治体の市民対象：有珠山頂火口原及び善光寺自

然公園・アルトリ岬で有珠山の噴火履歴を知る 

３）職員特別研修 

有珠山の次期噴火対応を想定して 2011 年 10 月 10 日と 11 日に実施した。初日の午後に

座学、２日目は１日間の現地実習を山頂火口原及び善光寺自然公園で行った。参加者は昨年度

は対象とならなかった 2000 年噴火以降の採用者約２０名であった。 

４）市民防災講座 

2013 年２月 5 日に伊達市防災センター講堂で実施した。テーマは“地震・津波・噴火・洪

水・地すべり・崖崩れ～避難を考える～”。約 70 名の受講者があった。 

   

 有珠火山防災会議協議会を対象とした有珠山現地見学会では顔が見える関係作りを目的として

昼食休憩中に参加者全員の顔写真を撮影し、参加者リストとして後日に配布するのが恒例である。 

 

＜伊達市＞ 
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平成 24 年度 活動報告（北海道支部） 

壮瞥町防災マップ更新検討支援（CeMI 北海道） 

北海道胆振地方の壮瞥町は、国内有数の活動的な火山である有珠山の山麓に位置し、北東に洞爺

湖を抱える道内有数の観光地である。町内には有珠山の一部である昭和新山があり、歴史時代に幾

度も噴火災害を経験していることから、大学等の研究機関や防災関係機関と協働で火山防災活動を

積極的に行い、地元住民の有珠山を学び、災害に備える意識もかなり高い火山防災の先進地のひと

つでもある。 

このたび平成 17 年度に作成・全戸配布された壮瞥町防災マップ「もしもの災害に備えて」を最

新の情報に更新して新たに全戸配布することとなり、当機構がその改訂案の作成・印刷を行った。 

壮瞥町で最も懸念される災害は火山噴火災害であることから、ハザードマップは火山噴火に伴う

各種現象を示し、情報面には有珠山噴火する前兆として必ず発生してきている火山性地震の回数グ

ラフなどを掲載した。これは一世代に一度程度噴火している有珠山の山麓地域に暮らし、有珠山の

噴火の特徴をよく理解している壮瞥町住民に向けた資料であるからこその内容であり、他地域には

見られない先進的な例として挙げられる。また、本文の中には以下のことを記載し、平時からの備

えの重要性や地域の特性を簡潔に表現している。 

●東日本大震災で平時から災害に備え、適切に行動した多くの人が助かったこと 

●これまで同地域で行われてきたこのような取り組みが洞爺湖有珠山世界ジオパークとして国

際的に認められたこと 

●この防災マップは有珠山の噴火災害を中心に示しているが、その他の自然災害が発生する可能

性もあること」 

東日本大震災の経験を踏まえ、多くの自治体等でハザードマップや防災マップの見直し検討が行

われていることから、本成果が先進事例として各地域の参考になっていくことが期待される。 

    

壮瞥町防災マップ（平成 24 年度改訂版） 

＜壮瞥町＞ 
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平成 24 年度 活動報告（北海道支部） 

札幌市清田区子ども防災体験プログラム（CeMI 北海道） 

清田区民フォーラム 2012 の一環として、身近に災害を経験したこと

のない子どもたちまたは保護者を対象に、災害現象や事象、災害への備え

等について楽しみながら知り学べることを目的とし実施した。 

日 時：平成 24年 11月 4 日（日）15：05～16：30 

場 所：清田区民センター１階（札幌市清田区清田 1 条2 丁目 5-35） 

視聴覚室、陶工芸室、集会室 1 

参加者：子ども 14 名 保護者 9 名 全 25 名 参加費：無料 

実施概要 実験室「おもしろキッズ防災楽」 

◆アニメ上映「防災ナマズンの地震はかならずやってくる」：愛知県制作（防災局防災危機管理課） 

◆「うちの備え大丈夫？ゲーム」 

・非常持ち出し袋に必要なものは？（ホワイトボード・マグネット）わけてみよう 

・非常食って？食べてみよう！（アルファ米（五目ごはん）、缶入りパン（オレンジ味） 

・「3 日間生き延びるために」水はどのくらい必要？袋に詰めてもってみよう！ 

   

◆おもしろ実験室 「地震」のさまざまなゆれ方実験 

A. 共振：ペットボトル実験 B. 液状化現象：えっきー C. スロッシング現象：水そう 

◆閲覧コーナー 防災に関する資料、すごろくゲーム等 

   
◆スタンプラリー 5 つのメニュー参加後、ホイッスルと軍手、お菓子をプレゼント 

  

＜札幌市清田区＞ 
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平成 24 年度 活動報告（北海道支部） 

沙流川流域未来づくりプロジェクト（CeMI 北海道） 

 平成 17 年度に沙流川流域で発足した「豊かで安全な沙流川流域未来をつくる会（以下、つくる

会）」では、当機構が事務局となり、流域の住民代表者、自治体（日高町・平取町）の地域振興を

分掌する職員、沙流川を管理する関係機関職員が一体となって豊かで安全な沙流川流域づくりにつ

いての検討を行っている。今年度の活動は、以下の通りである。 

１）住民部会 

 第 1 回 7月 4 日（水）13：30～15：30  平取町中央公民館大会議室 （20 名出席） 

 ○話題提供「日高町の津波」（CeMI 理事・つくる会支援部会会長 藤間聰氏） 

 ○議題 ①平成 23 年度活動報告 ②平成 24年度活動案 

 第 2 回 9月 12 日（水）13：30～15：30 日高町門別公民館第2 研修室 （21 名出席） 

  ○「豊かな川と親しみ学ぶ 2012沙流川親子教室」実施報告 

  ○議題 ①現地検討会 ②本年度取り組み ③次年度以降の住民部会活動 

２）「豊かな川と親しみ学ぶ 2012 沙流川親子教室」  

   8 月 4日（土）10：30～ 沙流川上流域（国立日高青少年自然の家周辺）（3２名参加） 

  《内容》 ①オリエンテーション ②川原で植物遊び ③沙流川の恵みを食す 

  ④ボディラフティング ⑤川の生き物探し ⑥沙流川キッズ認定証授与 他 

３）現地検討会「沙流川流域の津波伝承と痕跡を探るツアー」 

   11 月 19日（月）9：30～15：30  日高町、平取町   （35 名参加） 

  《内容》 ①2011.3.11.津波被害地の見学（沙流川河口域富浜漁港） 

  ②津波被害に関わるアイヌ伝承地の見学（シノダイ岬、チホマコツ） 

  ③2011.3.11.津波の沙流川遡上地の見学（さるがわせせらぎ公園付近） 

  ④津波遡上に関わるアイヌ伝承地の見学（紫雲古津、荷菜） 

  ⑤アイヌ料理弁当の昼食 ⑥アイヌ古老によるアイヌ伝承講話の聴講 

４）子ども向け沙流川教育素材「沙流川時間旅行（タイムトリップ）」試行会 

    3 月 30 日（土）13：00～15：00  平取町紫雲古津生活館  （17 名参加） 

  《内容》 ①デジタル紙芝居 「沙流川タイムトリップ～ホッタンと学ぶ沙流川と流域の暮らし～」 

       ②グループワーク 「地図を使ってタイムトリップ」 

       ③グループ発表  「未来の沙流川の話をしよう」 

       ④意見交換会 

 

 各取り組みとも、つくる会住民部会の話し合いを中心に自治体部会・支援部

活動を行い、事後のアンケート結果では各イベントとも好評を博していることから、次年度以降の

流域の防災・減災に関わる取り組みにつながるものと考えられる。 

 

 

＜財団法人河川財団 助成事業＞ 

 

ホッタン 
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平成 24 年度 活動報告（北海道支部） 

市町村等から依頼の防災講演及び出前講座（CeMI 北海道） 

道内市町村等からの依頼によって当法人の理事・研究員が各地で防災講演や出前講座等の講師と

して情報提供を行った。以下に主なものの一覧を示す。 

会 名 依頼者 月 日 講演(話題提供)者 

防災・減災対策研修 
NTT 東日本-北海道
セミナーセンタ 4 月 20 日 菱村 里佳（主任研究員） 

まちづくり委員会地域担当職
員ワークショップ 稚内市 6 月 5 日 

藤間 聰（代表理事） 
広田 達郎（主任研究員） 

防災・減災対策研修 
NTT 東日本-北海道
セミナーセンタ 

6 月 22 日 伊藤 晋（主任研究員） 

生き方学習講演会 
石狩市立花川南中学
校 

7 月 12 日 
黒木 幹男（専務理事） 
菱村 里佳（主任研究員） 

高校生リーダー研修 壮瞥町 8 月 2 日 菱村 里佳（主任研究員） 

壮瞥町防災キャンプ 壮瞥町 8 月 18 日 菱村 里佳（主任研究員） 

安平町自主防災組織講演会 安平町 9 月 2 日 
新谷 融（北海道支部長） 
伊藤 晋（主任研究員） 

豊浦町津波ハザードマップを
考えるワークショップ 豊浦町 10 月１１日 

藤間 聰（代表理事） 
菱村 里佳（主任研究員） 
広田 達郎（主任研究員） 

北海道地区私立大学図書館協
議会業務研究会 

北海道地区私立大学
図書館協議会 10 月 12 日 

伊藤 晋（主任研究員） 
菱村 里佳（主任研究員） 

防災講演会 稚内市 10 月 13 日 藤間 聰（代表理事） 

家具転倒防止研修会 札幌市白石区 11～2 月 
計 12 回 

加村 邦茂（主任研究員） 
菱村 里佳（主任研究員）
広田 達郎（主任研究員） 

苫小牧市 自主防災組織リー
ダー育成研修 

苫小牧市 11 月 5 日 
新谷 融（北海道支部長） 
松山 洋平（主任研究員） 

岩見沢市職員水防災研修 岩見沢市 11 月 7 日 藤間 聰（代表理事） 
広田 達郎（主任研究員） 

むかわ町（穂別地区） 
自主防災研修会・講演 

むかわ町(穂別地区) 11 月 20 日 新谷 融（北海道支部長） 
松山 洋平（主任研究員） 

宮の森連合町内会防災学習会 札幌市宮の森地区 11 月 22 日 新谷 融（北海道支部長） 

むかわ町（鵡川地区） 
自主防災研修会・講演 

むかわ町(鵡川地区) 11 月 27 日 新谷 融（北海道支部長） 
松山 洋平（主任研究員） 

防災講演会 
むかわ町富内自主防
災組織 12 月 8 日 

藤間 聰（代表理事） 
菱村 里佳（主任研究員） 

豊浦町津波ハザードマップを
考えるワークショップ 

豊浦町 12 月 21 日 
藤間 聰（代表理事） 
菱村 里佳（主任研究員） 
広田 達郎（主任研究員） 

稚内市教職員防災学習会 稚内市 1 月１５日、
１６日 

藤間 聰（代表理事） 
広田 達郎（主任研究員） 

稚内市民防災フォーラム 稚内市 2 月 17 日 新谷 融（北海道支部長） 

町民防災講演会 豊浦町 2 月 19 日 藤間 聰（代表理事） 

森町津波対策状況報告会 森町 
2 月 

27・28 日 
藤間 聰（代表理事） 

岩見沢市職員防災講演会 岩見沢市 3 月 1 日 新谷 融（北海道支部長） 

足寄町第 27 回ふるさとを考
える町民のつどい・講演 

足寄町 3 月 5 日 
新谷 融（北海道支部長） 
松山 洋平（主任研究員） 

第 6 回北野防災研究会講演 札幌市清田区 3 月６日 黒木 幹男（専務理事） 
広田 達郎（主任研究員） 

新ひだか町地域防災研修会
（風水害の対応編） 

新ひだか町社会福祉
協議会 

3 月 16 日 新谷 融（北海道支部長） 
松山 洋平（主任研究員） 
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平成 24 年度 活動報告（北海道支部） 

北海道火山防災サミット 2012 in 雌阿寒岳運営（CeMI 北海道） 

火山災害の軽減を目的に、機関・住民連携の推進を図るため平成

17 年度から実施している北海道火山防災サミットは、今年度雌阿寒

岳で開催。札幌、いぶり、十勝に続き 4 回目となる。2012 年 3 月

に地方実行委員会が発足、9 月 22 日のシンポジウムで 2012 を締

めくくった。 

【実施内容】 

7 月 21 日（土）火の山のキッズ登山学習会 

8 月 25 日（土）火の山を探るサミット登山会 

7 月～9 月まで 企画巡回展 「雌阿寒岳とともに」 

9 月 4 日（火） 雌阿寒岳火山防災ガイドブック刊行記念バスツアー  

「雌阿寒岳の噴火に備えて」 

9 月 21 日（金）前日交流会（アイスブレイク） 

9 月 22 日（土）シンポジウム 

ポスターセッション（まりむ館 会場Ｂにて）、記念講演Ⅰ、記念講演Ⅱ、基調講演、パネルディスカッション 

おいしく、楽しく、火山を知ろう！キッチン火山実験（まりむ館 会場Ｃにて）、雌阿寒岳噴火対応行動指針・雌阿寒岳

火山防災ガイドブック贈呈、ビデオレター＆メッセージ、サミット宣言 

 

【開催写真】 
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平成 24 年度 活動報告（関西支部） 

小学校での出前授業（自主） 

 関西地区の小学校から依頼を受けて高学年の理科の時間に地震・津波や火山噴火そして防災をテ

ーマとして実験を交えた出前授業をクラスごとに行った。対象児童の総数は約1500名であった。

地震・津波の授業では自宅に持ち帰って習ったことを家族に報告するという課題を与えた。 

実施日付 実施した学校名 題目 

2012.10.5 枚方市立伊加賀小学校 火山活動による大地の変化 

2012.10.12 枚方市立伊加賀小学校 地震と津波による大地の変化 

2012.10.23 大阪府茨木市中条小学校 火山活動による大地の変化 

2012.10.24 大阪府茨木市中条小学校 地震と津波による大地の変化 

2012.10.25 宝塚市西山小学校 火山活動による大地の変化 

2012.10.29 宝塚市すみれガ丘小学校 火山活動による大地の変化 

2012.10.30 大阪市立酉島小学校 火山活動による大地の変化 

2012.10.31 大阪市立酉島小学校 地震と津波による大地の変化 

2012.11.1 宝塚市西山小学校 地震と津波による大地の変化 

2012.11.5 茨木市立茨木小学校 火山活動による大地の変化 

2012.11.6 宝塚市すみれガ丘小学校 地震と津波による大地の変化 

2012.11.9 茨木市立茨木小学校 地震と津波による大地の変化 

2012.11.15 枚方市山之上小学校 火山活動による大地の変化 

2012.11.16 枚方市山之上小学校 地震と津波による大地の変化 

2012.11.19 茨木市立安威小学校 火山活動による大地の変化 

2012.11.20 兵庫県宝塚市丸橋小学校 地震と津波による大地の変化 

2012.11.22 兵庫県宝塚市丸橋小学校 火山活動による大地の変化 

2012.11.27 茨木市立安威小学校 地震と津波による大地の変化 

2012.11.28 宝塚市立末成小学校 地震と津波による大地の変化 

2012.11.30 茨木市立穂積小学校 火山活動による大地の変化 

2012.12.3 茨木市立穂積小学校 地震と津波による大地の変化 

2012.12.5 大阪市立姫島小学校 地震と津波による大地の変化 

2012.12.7 大阪市立木川南小学校 火山活動による大地の変化 

2012.12.7 大阪市立木川南小学校 地震と津波による大地の変化 

2012.12.12 大阪府茨木市郡山小学校 火山活動による大地の変化 

2012.12.13 大阪府茨木市郡山小学校 地震と津波による大地の変化 

2013.1.10 大阪市立東中浜小学校（5年生） 自然災害に備える 

2013.1.17 大阪市立東中浜小学校（6年生） 地震と津波による大地の変化 

2013.2.13 大阪市立大開小学校 地震と津波による大地の変化 
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平成 24 年度 活動報告（関西支部） 

大学や市民団体等の依頼により行った防災啓発講座や野外学習行事（自主） 

昨年度までに引き続き、行政機関・市民団体・大学など多様な相手先から依頼を受けて地震とそれ

に伴う津波・火山活動に関する防災啓発講座や野外学習行事の講師を務めた。今年度から宝塚市都

市安全部危機管理室と連携して南海トラフを発生源とする巨大地震に備えた防災啓発講座が新た

に加わった。 

実施日付 実施場所・会合名称など 演題など 

2012.5.26 大阪府茨木市教育研究会理科部会 野外実習：六甲山地の生い立ちを探る 

2012.6.28 北海道胆振教育局初任者研修 野外実習：有珠山 2000 年噴火を知る 

2012.6.30 宝塚市末広コミュニテイ 自然災害に備える 

2012.7.30-8.1 大阪府枚方市教育研究会理科部会 有珠山現地研修 

2012.8.31 有珠火山マイスタースキルアップ講座 有珠山現地研修：基盤の地層 

2012..8.31 胆振振興局：有珠火山マイスター養成講座 洞爺湖有珠山の火山活動履歴：洞爺カル
デラ形成から江戸時代の噴火まで 

2012.9.1 胆振振興局：有珠火山マイスター養成講座 有珠山現地研修 

2012.9.1 有珠火山マイスタースキルアップ講座 “洞爺湖有珠山地域の火山活動：質問に
答える”および“ハワイの火山” 

2012.9.2 有珠火山マイスタースキルアップ講座 野外実習：洞爺湖中島のジオサイト 

2012.9.5 有珠火山マイスタースキルアップ講座 野外実習：洞爺湖中島を湖上から探る 

2012.9.5 伊達市教育研究会理科部会 有珠山現地研修 

2012.11.4 宝塚市末成校区自治会 自然災害に備える 

2012.11.11 洞爺湖ビジターセンター自然観察会 洞爺カルデラと中島を作った火山活動 

2012.11.11 洞爺湖ビジターセンターふれあい行事 金比羅山山麓火口自然観察会 

2012.11.25 宝塚市丸橋県営住宅自治会 南海トラフの地震に備える 

2012.11.29 関西大学文学部地理 南海トラフの地震に備える 

2012.12.8 つながりネットワーク宝塚防災クロスロード
第１回 

南海トラフの地震に備える 

2013.1.27 洞爺湖有珠山ジオパークパートナー講座 山体崩壊がもたらした豊かな大地 

2013.2.6 北海道苫小牧市市民防災講座 “樽前山の噴火に備えて”および“海溝
型地震とそれに伴う津波に備える” 

2013.2.17 灘浜サイエンススクエア自然教室 六甲山地を火山灰だらけにした巨大噴火
の実態を探る 

2013.2.18 宝塚市山本コープ員学習会 南海トラフの地震に備える 

2013.2.23 つながりネットワーク宝塚防災クロスロード
第２回 

南海トラフの地震に備える 

2013.2.24 コミュニテイ西山創造会議 南海トラフの地震に備える 

2013.2.27 北海道都市整備事業担当者会議特別講演 まちの防災力は人づくりから 

2013.3.5-10 北海道大学理学研究院岩石火山グループ ハワイ島火山野外実習事前調査支援 

2013.3.13-19 有珠火山マイスタースキルアップ講座 世界自然遺産ハワイ島キラウエア火山に
おける火山啓発活動の現状を見る 

 

 



    

  

 

 

 

 

 

 

 

特定非営利活動法人  

環境防災総合政策研究機構 

― 平成24 年度活動報告 ― 

 


